
令和 6 年 7月 4日
総務省行政管理局公共サービス改革推進室 

民間競争入札実施事業 

  「横浜第 2 合同庁舎の管理・運営業務」の評価について（案） 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号）第 7条

第 8項の規定に基づく標記事業の評価は以下のとおりである。 

記 

Ⅰ 事業の概要等 

事  項 内  容 

実施行政機関等 財務省関東財務局横浜財務事務所 

事業概要 横浜第 2合同庁舎の管理・運営業務 

実施期間 令和 4年 4月 1日～令和 7年 3月 31 日 

受託事業者 国際ビルサービス株式会社（電気・機械・監視制御設備点検等業務、執務環

境測定等業務（以下「設備点検等業務」という。）） 

株式会社クリーン工房（清掃業務）  

株式会社ＫＳＰ（警備業務） 

契約金額（税抜） 624,187 千円（単年度当たり：208,062 千円）（設備点検等業務） 

118,710 千円（単年度当たり：39,570 千円）（清掃業務） 

426,420 千円（単年度当たり：142,140 千円）（警備業務） 

入札の状況 3 者応札（説明会参加＝10 者／予定価内＝1者）（設備点検等業務） 

1 者応札（説明会参加＝5者／予定価内＝1者）（清掃業務） 

1 者応札（説明会参加＝5者／予定価内＝1者）（警備業務） 

事業の目的 施設利用者が、安全かつ快適に施設を利用できるように、適切に管理・運営

を行うことを目的としている。 

選定の経緯 第 55 回監理委員会(平成 21 年 12 月 10 日)における内閣府特命担当大臣(行

政刷新)配布資料中の｢市場化テストの導入により効果が見込まれる分野｣の

｢１．施設管理｣に該当するものとして抽出された。 

Ⅱ 評価 

１ 概要 

市場化テストを継続することが適当である。競争性の確保及び経費削減という

点において課題が認められ、総合的に勘案した結果、改善が必要である。 

　資料５
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２ 検討 

（１）評価方法について

財務省から提出された令和4年 4月から令和 5年 3月までの実施状況についての報

告（別添）に基づき、サービスの質の確保、実施経費及びその前提としての競争性等

の観点から評価を行う。 

（２）対象公共サービスの実施内容に関する評価

事  項 内  容 

確保されるべき

質の達成状況 

以下のとおり、適切に履行されている 

確保されるべき水準（一例） 評価 

(1)確実性の確保

管理・運営業務の不備（空調停止・停

電・断水・エレベーター停止等）に起

因する横浜第 2 合同庁舎における執

務及び営業の中断回数が 0 回である

こと。 

適 

令和 4年度 0 回 

令和 5年度 0 回 

(2)安全性の確保

管理・運営業務の不備に起因する職員

及び利用者の災害又は事故の発生が0

回であること。 

適 

令和 4年度 0 回 

令和 5年度 0 回 

(3)環境への配慮

横浜合同庁舎の温室効果ガス削減目

標（平成 25 年度比 10％削減）の達成

に努めること。ただし、利用者の業務

の支障のないよう配慮すること。 

不適 

令和 4年度 ＋16.2％ 

令和 5年度 －27.9％ 

※新規官署の入居等に伴う電力使用量

の増加や新型コロナ対策（空調の換気

量の引き上げ並びに時差出勤対応とし

てエレベーター及び空調稼働時間の延

長等）に起因する省エネ効率の低下等

によるものと考えられる。（参考：入

居官署人員：H25 年度 1,990 人 → 

R4 年度 2,389 人（＋20.1％）） 

(4)快適性の確保

施設利用者アンケートの満足度が

満足度 70％以上を確保すること。 

適 

(令和 4年度／令和 5年度) 

設備点検等業務（95％／91％） 

清掃業務（94％／93％） 

警備業務（97％／92％） 

民間事業者から 【設備点検等業務】 
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の改善提案 点検業務において異常・不具合を察知した場合は、即時に応急処置を実施

し、関東財務局横浜財務事務所に書面にて報告することになっており、有益

な資料等の提出を受けることで、必要に応じてその後の発注業務において効

率的に行うことができている。また、中・長期的な修繕計画の年度修正のサ

ポートや、中・長期修繕計画を活用した毎年度の修繕計画（案）の作成を通

じて、効率的な修繕工事の実施や設備の良好な維持管理につながっている。 

【設備点検等業務】 

空調用ロールフィルターについて、原則自動運用されているところ、2か

月ごとに実施される空気環境測定の結果を有効活用し、ビル管理法で定めら

れた基準を満たすよう管理しつつ、フィルターの巻取りを手動運用に設定す

ることで、フィルターの消費量を節約し、購入費用の削減に寄与している。 

【警備業務】 

受付や女子トイレの巡回等女性ならでは気配りが必要なものについては、

女性警備員が対応することで、安心感と防犯効果を高めることができた。ま

た、経験豊富な警備員や若手警備員など多様な人材の活用と管理を行うこと

で、状況に合わせた柔軟な対応が取れている。 

（３）実施経費（税抜）

実施経費は、従来経費と比較して 38.0％（年平均 93,291 千円）増加している。以下

の表【検討】のとおり、人件費の上昇（建築保全業務労務単価に基づき算出）を考慮

すると「①設備点検等業務」は一定の効果があったものと評価できる。 

しかし、「②清掃業務」及び「③警備業務」については、大幅に増加しており、経

費削減効果があったと評価することはできない。 

清掃業務及び警備業務の経費増加率が人件費の伸び率を上回ったことについては、

慢性的な人材不足の中、各企業においては賃上げや待遇の充実を図る必要等から当該

庁舎周辺の人件費は更に上昇しており、物価等の著しい上昇による今後の先行き不透

明感等が価格設定に影響を与えたと思料される。 

従来経費 245,557 千円 

実施経費 338,848 千円 

増減額 93,291 千円増額 

増減率 38.0％増 
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【検討】 

（税抜） 

業  務  分  類 H27 年度 

市場化テスト以

前の従来経費 

単年度（Ａ） 

R4～R6 年度 

市場化テスト 

実施経費 

3 か年平均（Ｂ） 

増減額 

（B-A）） 

増減率 

（（B-A）/A） 

① 設備点検等業務※2  139,478 千円  159,258 千円 19,780 千円 +14.2％

〈参考〉保全技師・保全技

術員（各区分平均）※1 

21,328 円 26,316 円 4,988 円 +23.4％ 

② 清掃業務※2  26,099 千円 37,198 千円 11,099 千円 +42.5％

〈参考〉清掃員（各区分平

均）※1 

11,792 円 16,069 円 4,277 円 +36.3％ 

③ 警備業務※2  79,980 千円 142,392 千円 62,412 千円 +78.0％

〈参考〉警備員（各区分平

均）※1 

13,262 円 17,633 円 4,371 円 +33.0％ 

合 計（①+②+③） 245,557 千円 338,848 千円 93,291 千円 +38.0％

※ 1．建築保全業務労務単価（各技術者区分の日割基礎単価）は、社会保険の事業主負担分を含まない

ため社会保険料相当額を加算している。なお、平成 28 年 10 月から社会保険の適用範囲（短時間労

働者の加入対象枠）が拡大している

※ 2.各業務の金額は、市場化テスト導入の前後で実施内容や数量等に変更が生じたものを除いている

ため、契約額とは一致しない。

（４）選定の際の課題に対応する改善

一部 1 者応札であったため競争性に課題が認められたところ、平成 28 年 4 月から

の市場化テスト 1期目において、複数応札となり競争性は確保されたものの、経費は

増額となり、課題が残った。 

契約を 3つに分割した、市場化テスト 2期目の平成 31 年度契約において、「①設備

点検等業務」「②清掃業務」は、複数応札になり人件費の上昇（建築保全業務労務単価

に基づき算出）を考慮すると、経費削減についても一定の効果があったものと評価で

きるが、「③警備業務」については、１者応札が継続しており、経費も増加しているた

め、競争性の確保及び経費削減という点で課題が残った。 

市場化テスト 3 期目の令和 4 年度契約において、「①設備点検等業務」は引き続き

複数応札となり、経費削減についても一定の効果があったものと評価できるものの、

「②清掃業務」「③警備業務」は 1 者応札となり、経費も増加しているため、競争性

の確保及び経費の削減という点で引き続き課題が残った。 
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（５）評価のまとめ

業務の実施にあたり確保されるべき達成目標として設定された質について、ほぼ目

標を達成していると評価することができる。 

民間事業者の改善提案について、異常時の応急措置及び書面による報告、中・長期

的な修繕計画、空調用ロールフィルターの節約など、民間事業者のノウハウと創意工

夫の発揮が業務の質の向上、事業目的や政策目標の達成に貢献したものと評価できる。 

一方、「②清掃業務」については令和 4 年度契約で初めて 1 者応札となり、また、

「③警備業務」については 1 者応札が継続しており、経費も増加しているため、競争

性の確保及び経費削減という点で課題が認められた。 

事業全体を通じての実施状況は以下のとおりである。 

①「設備点検等業務」は複数応札になったが、「清掃業務」「警備業務」については、

１者応札となり、競争性は確保されていない。 

②実施期間中に受託民間事業者への業務改善指示等の措置はなく、また法令違反行

為等もなかった。 

③経費削減については、従来経費と比較すると「設備点検等業務」は人件費の上昇

（建築保全業務労務単価に基づき算出）を考慮すると、一定の効果があったものと

評価できるが、「清掃業務」「警備業務」については、人件費の上昇以上に増加して

いる。 

（６）今後の方針

以上のとおり、競争性の確保及び経費削減という点において課題が残るため、本事業

において良好な実施結果を得られたと評価することは困難である。 

そのため、引き続き市場化テストを「継続」して実施することが適当であり、次期事

業においても、引き続き開札時期の早期化による事業者の準備期間の確保をした上で民

間競争入札を実施することにより、民間事業者の創意工夫を活用した公共サービスの質

の維持向上、競争性の確保及び経費の削減を図っていく必要があるものと考える。 
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令和  6 年  7月  4 日

財務省関東財務局横浜財務事務所 

民間競争入札実施事業 

横浜第 2 合同庁舎の管理・運営業務の実施状況について 

（令和 4 年度～令和 6年度） 

Ⅰ 事業の概要 

１．委託業務内容 

 横浜第 2 合同庁舎の管理・運営業務（「①電気・機械・監視制御設備点検等業務、

執務環境測定等業務（以下「設備点検等業務」という。）」「②清掃業務」「③警備業務」） 

【対象施設】：横浜第 2合同庁舎（神奈川県横浜市中区） 

２．業務委託期間 

令和 4年 4月 1日から令和 7年 3月 31 日まで 

（評価対象期間：令和 4 年度及び令和 5年度） 

３．受託事業者 

(1) 国際ビルサービス株式会社（設備点検等業務）

(2) 株式会社クリーン工房（清掃業務）

(3) 株式会社ＫＳＰ（警備業務）

４．受託事業者決定の経緯 

(1) 設備点検等業務

入札参加者（3 者）から提出された企画書について、業務の実施に必要な要件が

満たされていることを確認。令和 4 年 2月 1日に開札し、予定価格の範囲内で有効

な入札を行った上記３．(1)の者を落札者とした。 

(2) 清掃業務

入札参加者（1 者）から提出された企画書について、業務の実施に必要な要件が

満たされていることを確認。令和 4 年 3月 9日に開札した結果、予定価格の範囲内

で有効な入札を行った上記３．(2)の者を落札者とした。 

(3) 警備業務

入札参加者（1 者）から提出された企画書について、業務の実施に必要な要件が

満たされていることを確認。令和 4 年 2 月 2 日に開札した結果、予定価格の範囲内

で有効な入札を行った上記３．(3)の者を落札者とした。 

Ⅱ 確保されるべき質の達成状況 

「横浜第 2 合同庁舎の管理・運営業務における民間競争入札実施要項」に基づき、 

当該実施要項 1.2「サービスの質の設定」事項について、令和 6 年 3 月 31 日時点に 

おける状況を調査することとなっており、その調査結果は以下のとおりである。 

別　添 
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１．管理・運営業務に関する包括的な質 

(1) 確実性の確保

管理・運営業務の不備に起因する横浜第 2合同庁舎における執務及び営業の中断

回数（0 回） 

   

(2) 安全性の確保

管理・運営業務の不備に起因する職員及び利用者の災害又は事故の発生(0 回)

(3) 環境への配慮（設備点検等業務のみ該当）

「エネルギーの使用の合理化に関する法律」、「地球温暖化対策の推進に関する

法律」及び「神奈川県地球温暖化対策条例」を遵守し、合同庁舎の職員及び利用 

者の業務に支障のないよう配慮するとともに当庁舎の温室効果ガス削減目標の達

成に努めることとなっている。 

 削減のため、施設の利用状況や室内及び外気温度等の状況に応じた空気調和機の

運転管理の実施、適切な外気導入量の調整、また、空調機フィルター交換による空

調設備の適正な稼働の実施、季節による外構照明の点灯時間変更の実施等により省

エネに配慮した運用を実施している。

当庁舎の温室効果ガス削減目標（平成 25 年度比 10％削減）に対し、令和 4 年度

4,111t-CO2（平成 25 年度比＋16.2％）と目標が達成できていない状況であるもの

の、令和 5 年度は 2,551t-CO2（平成 25 年度同期比－27.9％）と目標を達成してい

る。令和 4年度の目標未達成の要因は、新規官署の入居等に伴う電力使用量の増加

（参考：入居官署人員：Ｈ25 年度 1,990 人 → 令和 4年度 2,389 人（＋20.1％））

や新型コロナ対策（空調の換気量の引き上げ並びに時差出勤対応としてエレベータ

ー及び空調稼働時間の延長等）に起因する省エネ効率の低下等によるものと思慮さ

れ、一概に受託事業者側の責に帰すべき内容ではなく、評価を下げる要素ではない

ものと考えられる。 

(4) 快適性の確保

横浜第 2合同庁舎に勤務する職員を対象に「委託業務に関するアンケート」を

年 1回（毎年 12 月）実施し、満足度 70％を確保すること。 

※満足度は、「満足」及び「ほぼ満足」に該当する割合を集計。

① アンケート対象者

入居官署（非常勤職員含む）ごとに職員数の 1割以上を対象とする。

令和 4 年度：アンケート対象 250 名（入居職員 2,389 名）

令和 5 年度：アンケート対象 251 名（入居職員 2,391 名）

実施状況 
定期点検は適切に実施され、実施状況は妥当と判断する。 

＜発生回数＞ 令和 4 年度：0回、令和 5 年度：0回 

実施状況 

 適切に管理・運営業務が実施され、「安全性の確保」がされたと判

断する。 

＜発生回数＞ 令和 4 年度：0回、令和 5 年度：0回 
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② 満足度集計結果（回答率 100％）

ア．設備点検等業務

令和 4 年度：95％、令和 5年度：91％

イ．清掃業務

令和 4 年度：94％、令和 5年度：93％

ウ．警備業務

令和 4 年度：97％、令和 5年度：92％

※ アンケート用紙及び項目ごとの集計結果は別紙のとおり。

２．各業務における確保すべき水準 

(1) 設備点検等業務のうち電気・機械・監視制御設備点検等業務

① 点検

指定された業務内容を実施し、建築物等の機能及び劣化の状態を調査し、

  異常または劣化がある場合は、必要に応じ対応措置を判断し実行すること。 

② 保守

建物等の点検を行い、点検等により故障及び不良箇所を発見した場合は、

  速やかに施設管理担当者に報告すること。 

(2) 設備点検等業務のうち執務環境測定等業務

① 空気環境測定業務

建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45 年法律第 20 号）

  を遵守し、各測定等を行い、測定の結果、管理基準に適合しない場合には、 

 その原因を推定し、施設管理責任者に報告を行うこと。  

② 照度測定業務

施設内の照度については、定期的に計測し、施設の利用者（職員、公共サ

  ービスの利用者等）に対して、事務等に支障がないようにすること。 

③ ねずみ・昆虫等の調査及び防除業務

建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45 年法律第 20 号）

 を遵守し、ねずみ昆虫等の調査及び防除を行い、快適な環境を保つこと。 

実施状況 

仕様書のほか、各種法令等に従い、建設物や機械設備、電気設備

の点検及び保守が作業報告書等で適切に実施されていることを確認

しており、良好な庁舎内環境が維持されていると認められる。なお、

点検等を外部委託している場合は、従事者が立ち会い、適切に監督

を行っていることにより、確保すべき水準を達成している。 

実施状況 

 空気環境測定報告書により、室内空気質の状態を把握することが

でき、空気調和設備等の適正な管理に寄与している。 

 照度測定については、作業環境報告書により執務環境の快適性が

確保されていることが確認できる。 

 また、ねずみ昆虫等の調査及び防除については、作業報告書によ

り現在の状況を把握し、防除を要する際は適切な対応を実施してい

ることにより、確保すべき水準を達成している。 
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(3) 清掃業務

指定された業務内容を実施し、施設内外の汚れを除去し、又は汚れを防止すること

により、快適な環境を保つこと。 

(4) 警備業務

施設及び敷地内の秩序を維持し、かつ規則を遵守し、盗難、破壊等の犯罪及び火災

等の災害の発生を警戒・防止することにより、施設利用者（職員、公共サービスの利

用者等）の安全かつ円滑な執務環境の確保や保全を図るとともに、安全を守ることを

目指し、誠意をもって行うこと。 

３．創意工夫の発揮可能性 

(1) 管理・運営業務の実施全般に対する質の確保に関する提案

【設備点検等業務】 

点検業務において異常・不具合を察知した場合は、即時に応急処置を実施し

（軽微なものについては本復旧工事を実施）、書面にて報告するとともに、必

要に応じてその後の発注業務に有益な資料等の提出を受けることで、当局にお

ける効率的な発注業務に資することが出来た。 

 また、中・長期的な修繕計画の年度修正のサポートや、中・長期修繕計画を

活用した毎年度の修繕計画（案）の作成を通じて、効率的な修繕工事の実施や

設備の良好な維持管理につながった。 

(2) 従来の実施方法に対する改善提案

【設備点検等業務】 

空調用ロールフィルターについて、原則自動運用されているところ、2 か月

ごとに実施される空気環境測定の結果を有効活用し、ビル管理法で定められ 

た基準を満たすよう管理しつつ、フィルターの巻取りを手動運用に設定するこ

とで、フィルターの消費量を節約し、購入費用の削減に寄与した。 

【警備業務】 

受付や女子トイレの巡回等女性ならでは気配りが必要なものについては、女

性警備員が対応することで、安心感と防犯効果を高めることができた。また、

経験豊富な警備員や若手警備員など多様な人材の活用と管理を行うことで、状

況に合わせた柔軟な対応が取れていた。 

実施状況 

 業務計画書により、清掃作業の年間及び月間スケジュール表が提

出され、実際に日常清掃・定期清掃等を実施する際は、事前に協議

の上、実施している。 

 日常清掃・定期清掃等は、仕様書に従い確実かつ適切に実施され、

良好な庁舎環境を維持しており、また、臨機応変に汚損箇所の清掃

を実施していることにより、確保すべき水準を達成している。 

実施状況 

 仕様書に基づき、適正な人員配置や確実な巡回等が実施されてお

り、施設及び敷地内の秩序及び規則を維持し、盗難、破壊等の犯罪

及び火災等の災害の発生を警戒・防止することにより、施設利用者

の安全かつ円滑な執務環境の確保や保全を図られていることによ

り、確保すべき水準を達成している。 

9 / 13



  Ⅲ 実施経費に関する状況及び評価 

１．対象公共サービスの実施に要した経費 

  （税抜き） 

H27 年度 R4～R6 年度の平均 H27 年度に対する伸び率 

① 設備点検等業務 139,478 千円 159,258 千円 19,780 千円 

（14.2％） 

② 清掃業務 26,099 千円 37,198 千円 11,099 千円 

（42.5％）

③ 警備業務 79,980 千円 142,392 千円 62,412 千円 

（78.0％） 

総合計（①+②+③） 245,557 千円 338,848 千円 93,291 千円 

（38.0％） 

※以下の業務については、市場化テスト導入前後で実施内容や数量等に変更が生じているため実績額から

除外してある。 

・平成 28 年度以降実施された業務

設備点検等業務の電灯設備・雷保護設備保守点検、水質管理（実験排水）、12 条点検業務

・平成 27 年度のみ実施の業務が含まれるもの

設備点検等業務の受変電設備等定期点検、自動制御装置保守点検、入退館管理システム保守業務

・各年度で業務範囲が異なるもの

設備点検等業務のスクリュー冷凍機保守点検、ゴンドラ設備部品交換及び保守点検業務、清掃業務のワ

ックス剥離業務

・平成 29 年度以降業務範囲の減となったもの

設備点検等業務の電気集塵機点検業務

・平成 30 年度以降業務範囲の減となったもの

設備点検等業務のパッケージエアコン点検業務

・平成 31 年度以降不実施の業務

清掃業務の専用部清掃、照明器具清掃業務

・平成 31 年（令和元）年度以降除外された業務

設備点検等業務の汚水・雑排水槽保守点検業務

・令和 2 年度以降一部不実施となった業務

設備点検等業務の航空障害灯点検業務

・令和 2年度のみ不実施となった業務

清掃業務の地下駐車場床面清掃業務

２．従前の経費と民間競争入札実施後の経費の比較 

  平成 27 年度の従前経費（245,557 千円）と民間競争入札実施後(令和 4 年度以降)

の経費（3ヶ年平均 338,848 千円）を比較すると 93,291 千円（38.0％）の増加となっ

た。 

上記の経費増について下表の通り要因分析を行った。 

H27 年度 R4～R6年度の平均 H27 年度に対する伸び率 

総合計（①+②+③） 245,557 千円 338,848 千円 ＋93,291 千円（＋38.0％） 

（内訳） 

①設備点検等業務 139,478 千円 159,258 千円 ＋19,780 千円（＋14.2％） 
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保全技師・保全技術員 

（各区分平均）※ 

21,328 円 26,316 円 ＋23.4％ 

②清掃業務 26,099 千円 37,198 千円 ＋11,099 千円（＋42.5％） 

清掃員 

（各区分平均）※ 

11,792 円 16,069 円 ＋36.3％ 

③警備業務 79,980 千円 142,392 千円 ＋62,412 千円（＋78.0％） 

警備員 

（各区分平均）※ 

13,262 円 17,633 円 ＋33.0％ 

※建築保全業務労務単価（各技術者区分の日割基礎単価）は、社会保険の事業主負担分を含まないた

め社会保険料相当額を加算している。なお、平成 28 年 10 月から社会保険の適用範囲（短時間労働者

の加入対象枠）が拡大している。 

経費の太宗は人件費であることから、調達業務別に経費の増加率を整理すると、 

①設備点検等業務で＋14.2％、②清掃業務で＋42.5％、③警備業務で＋78.0％となり、

各業務に対応する業種の建築保全業務労務単価の増加率と比較すると、設備点検等業

務においては、試算した建築保全業務労務単価の伸び率の範囲内となった一方で、清

掃業務及び警備業務においては当該単価の伸び率（清掃業務：＋36.3％、警備業務：

＋33.0％）を上回っていることから、特に清掃業務及び警備業務において人件費の増

加率を上回る経費の増加があったといえる。

清掃業務及び警備業務において経費の増加率が人件費の伸び率を上回ったことにつ

いては、慢性的な人材不足の中、各企業においては賃上げや待遇の充実を図る必要等

から当該庁舎周辺の人件費は更に上昇しており、物価等の著しい上昇による今後の先

行き不透明感等が価格設定に影響を与えたと思料される。 

なお、1者応札についてヒアリング結果を踏まえた要因分析結果は以下のとおり。 

・ 庁舎の規模が大きく、業務実施のために必要となる人員の確保ができなかった。 

Ⅳ 評価のまとめ 

本事業において、管理運営業務の質及び各業務において確保すべき水準については、

確実及び適正に業務が実施されているとともに誠実な対応がなされていた。また、受託

事業者からの提案については、創意工夫がなされており、サービスの質の向上、運営業

務の改善に寄与していた。 

また、実施経費については、上記のとおり清掃業務及び警備業務においては、事業の

サービスの質の確保等という理由に加え、人件費及び物価等の著しい上昇により、人件

費の増加率を経費の増加率が上回ったものと思料される。

Ⅴ 今後の事業 

（1）事業全体を通した実施状況は以下のとおりである。

・ 本事業の入札の内、清掃業務及び警備業務において 1 者のみの入札であった

ため、競争性が確保されたとは言い難い結果であった。

・ 実施期間中に受託民間事業者が業務改善指示等を受ける、あるいは業務に係

る法令違反等を行った事案はなかった。

・ 対象公共サービスの確保されるべき質に係る達成目標について、目標を達成

している。

・ 清掃業務及び警備業務において従前経費に比べ増加している要因については、
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事業者におけるサービスの質の確保等や人件費及び物価等の上昇といったこと

が理由であると思料される。 

（2）競争性の確保については、前々回の調達において、事業者の十分な準備期間が確

保できなかったことが 1 者応札となった要因として挙げられたことから、次期事業

においても引き続き、開札時期の早期化による準備期間の確保を実施するほか、関

係団体へ広報を実施し、入札参加者の拡大を試みることで、改善を図っていく。

（3）上記のとおり全体において一定の成果を得られていると評価できるが、清掃業務

及び警備業務において、競争性の確保に関し上記（2）のとおり改善の余地がある

ため、本事業は引き続き市場化テストによる民間競争入札を実施することとしたい。 
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別紙 

≪令和4年度≫ 回答者 250

満足 ほぼ満足 やや不満 不満

設備

１．施設管理の全体的印象 83 143 17 7 0 90%
２．施設管理の不具合・修繕等 105 138 6 1 0 97%
３．従業者等の対応 131 118 0 0 1 99%
小計 95%

清掃

４．清掃（共用部） 100 134 13 3 0 93%
５．消耗品（トイレットペーパー等）
の補充

145 102 3 0 0 98%

６．清掃（事務室） 93 138 15 4 0 92%
小計 94%

警備

７．警備員（受付及び入退館管理） 129 112 6 3 0 96%

８．施設等の管理業務（鍵の受け
渡し、巡回駐車場の管理）

128 119 3 0 0 98%

小計 97%

合計 - - - - - 95%

≪令和5年度≫ 回答者 251

満足 ほぼ満足 やや不満 不満

設備

１．施設管理の全体的印象 75 139 28 9 0 85%
２．施設管理の不具合・修繕等 97 131 16 7 0 90%
３．従業者等の対応 121 125 3 1 0 98%
小計 91%

清掃

４．清掃（共用部） 98 127 22 4 0 89%
５．消耗品（トイレットペーパー等）
の補充

135 106 9 1 0 96%

６．清掃（事務室） 91 145 8 7 0 94%
小計 93%

警備

７．警備員（受付及び入退館管理） 126 116 8 1 0 96%

８．施設等の管理業務（鍵の受け
渡し、巡回駐車場の管理）

124 115 11 1 0 95%

小計 95%

合計 - - - - - 92%

アンケート回答者数
満足 不満足

未回答 満足度

アンケート回答者数
満足 不満足

未回答 満足度
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